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I. はじめに
現代は「選択と集中」の時代である。多くの業界で再編が進行し，提携
の文字が連Hにぎわっている。提携の 1つのパターンとして有力視されて
いるものに OEM提携がある。 OEMは一般的に相手先プランドによる製
造 (OriginalEquipment Manufacturing) と認識されている。もっとも
OEM自体は従米よりみられる現象である。しかしそのあり方にはいくつ
かの変化がみられる。キーワード風にいえばそれは垂直的から水平的へ，
下請関係から対等の関係へ，部品から完成品へ， といった具合である。そ
れらはOEM概念の拡大をもたらす現象であり，既存の枠組みでは捉えら
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れない OEMの今後の可能性と同時に課題を示すものである。
OEMはすぐれてプランドにかかわる活動である。OEM顧客＝調達側は
OEM製品に，他方，供給側も同一製品に各々のプランドを付して販売する
ことがある。そこではプランドの構築をめぐって両者の利害が交錯するこ
とがある。
以上の現状認識にもとづいて本稿では，まずOEM概念の考察をつうじ，
企業間提携による価値活動のパフォーマンス向上に OEMがいかに応え，
また，いかなる課題をかかえているのかをあきらかにする。次に OEMの課
題を克服するための方法論について検討する。そのなかで両者のプランド
が競合する問題を中心に議論する。プランド付与がともなう OEMでは，プ
ランドを起点とする戦略立案が必要となるはずである。ブランド管理論に
おいてプランドの差別化＝ポジショニングに関する議論はこれまでもなさ
れている。しかし OEMの実態にそくしたものは少ない I)。OEM関係にあ
るプランドにはいかなるポジショニングが求められるのであろうか。
I. OEMとは 戦略的提携との比較
1 • 戦略的提携
OEMは戦略的提携の一類型として議論されることが多い。当然ながら
OEM提携は戦略的提携一般の性格をもつ。 OEMについて議論するうえ
で，さしあたり戦略的提携の特性や背景に注目することは有益である。ま
ず，戦略的提携は次のような特性をもつ。
第 1に提携企業間の双務的な関係 (Lewis[1990], 奥村 [1988],Collins 
and Doorley [1991])である。それは戦略的意図を達成するために必要な
経営資源の獲得をめぐり，双方が依存しあうという関係であり，単なる売
買関係以上である。自社の競争優位を確立するうえで，この関係には必然
1)例えば，陶山・梅本 [2000], 第2章を参照のこと。
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的に競争と協調という相反する 2つの側面が並存することとなる。
第2に提携主体の自律l生である（西口 [1995],米谷 [2001])。企業間の
双務的な関係が崩れた片務的な関係とは，支配する企業と支配される企業
の関係を意味する。従米提携とは垂直的な企業間のフランチャイズ契約や
下請生産システムにおける企業間の協力関係をさすことが多かった。しか
し戦略的提携において，企業間の関係は必ずしも垂直的なものだけではな
く，水平的，さらには混合的な関係を含んでいる。また，提携の主体はい
ずれも相互に自律的である。近年は大企業同士の提携が目立っている。
第3に長期性である（野中 [1990])。それは単なる短期的な利益の向上
を目的とするものではなく，一定期間の協調関係を意図したものである。
そして戦略的提携は，経営戦略あるいは事業戦略のなかで提携が戦略計画
にいかされるということを意味する（小川 [1995])。事業展開の途上で必
要に迫られて提携話が出てくるというものや，その場かぎりの形式に過ぎ
ないものではない。戦略的提携にはトップマネジメントの政策的関与や長
期的な計画がともなっていなければならない。
次に，企業間提携がなぜ行われるのかについては，いくつかの見方が成
り立つ。経営組織論の研究領域として定着してきたものに組織間関係論が
ある。それは企業間の関係を分析するためのいくつかの視角を提供してい
るが，提携の背景について考える場合にも参考になる。山倉 [1993]は組
織間関係論を詳細にレビューし，オープンシステムとしての組織の環境に
対する基本的スタンス（積極的，消極的），研究上の分析単位 (2組織間，
組織間システム）など，いくつかの観点から組織間関係のタイプを分類し
ている。それによれば，提携の背景としては，例えば提携する企業が互い
に共同利益を追求するため，他組織に対するパワー2)を形成・展開するた
2)パワーとは他の抵抗を排しても， 自らの意思を貰き通す能力であり，自らの欲し
ないことを他からは課せられない能力をさす（山倉 [1993],6ページ）。この点で，
パワーの源泉としては，後述の技術，ノウハウといった情報も含め，諸種の経営資
源を考えることが可能となる。
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め，他組織との取引コストを減らすためなどが考えられる。なかでも交換
パースペクティプ (Levineand White [1961])の基礎概念となる組織間
交換やこの考え方をさらに発展させた資源依存パースペクティブ (Pfeffer
and Nowak [1976])は，戦略的提携の特徴であった企業の双務的な関係
を説明するのに有効である。
組織間交換とは2つの組織間の自発的活動であり，組織間交換をつうじ
て個別組織の目標は実現される。そして当該システム以外からの必要な資
源への接近可能性，組織目標とそれを実行するための特定の機能などによ
って組織間関係は規定される。また資源依存パースペクテイプは交換パー
スペクテイプにパワー依存の視点を兼ね備えた包括的なものである。広範
にわたる企業間関係を説明できることから，企業間関係論で中心的な位置
づけを与えられている。ここで依存とは，他組織の供給する資源が組織に
とって重要性が高く，他組織以外からの資源獲得が容易でない場合である。
組織が他組織に依存していることは，他組織が組織にパワーをもっている
ことを意味している。依存には一方的なものと相互のものがあり，企業は
他企業からの依存を確保するために，提携関係をつうじて自らの利害を貫
徹しようとする。競争優位の構築にあたり，戦略的提携によって補完的経
営資源を獲得しようとする点がうかがえる。
以上が戦略的提携の特性や背景となる。これに対して OEMでは同様の
点についていかなる言及がなされているのだろうか。
2. OEMとその背景
(1)一般的背景
石井真[2000]によればOEMとは「一方のパートナーが単独で開発・生産
の双方を担当して，他方がその製品を自社ブランドで販売すること」(42ペ
ージ）である。相手先プランドによる製造というOEMの捉え方に対して，そ
れは狭義の定義となる。狭義の定義からはOEMの提携企業間の双務的な
関係がうかがえる。この点は戦略的提携の性質と共通する。それにとどまら
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ず，さらに価値活動において各々の担当する機能があきらかにされている。
次に， OEM提携の動機はどうか。 OEM提携では関係のある企業が供給
側と調達側に分かれることになる。したがって，提携の動機は両者で異な
る。それは表1のようになる。諸説に共通するのは以下の点である。供給
側は相手の販売力に，そして調達側は相手の製品開発•生産力にそれぞれ
依存している。そのことにより供給側は生産稼働率の向上や量産による規
模の経済の獲得が可能となる。他方，調達側は低コストかつ早期の品揃え
拡大を実現することができる。OEMは戦略的提携の一類型である。そのう
えで OEM の特徴は，提携企業間で製品の開発•生産と販売・マーケティン
グを分業する点にある。提携の各主体はそうすることで価値活動を限定的，
選択的に担い，それぞれの活動に経営資源を集中させることになる。
表 1 OEMの動機
•生産稼働率の向上，スケールメリットの実現
•相手先の販売・マーケティングカの利用
供給側 ・市場の開拓・確保
•相手先の生産技術の習得，活用
・事業の早期立ち上げ
•製品ラインや事業ドメインの拡大
調達側 ・市場への迅速なアクセス・研究開発・製造にともなう投資リスクの回避
•相手先の技術や販売ノウハウ，信用や知名度の利用
（出所）石井真 [2000],杉山 [1990],小池 [1997],徳田 [2000],
赤森 [1998]ほかを参考に作成。
(2) OEMにおける学習動機をめぐって
OEM論をさらに検討するなかで， OEMの動機をめぐる議論があらわれ
てくる。石井真 [2000]は，企業が期待する成果すなわち動機の違いをあ
きらかにするという視点から戦略的提携をタイプ別に分類し，そこに
「OEM型」と「協働型」3)を示した。両者の違いは，パートナー間の機能的
3)石井真 [2000]によれば， OEM型がOEM供給を指すの対し，協業型には共同開
発，共同生産，生産委託がある。
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なかかわりあい（機能的連関）の強さにある。機能的連関の強さとは，パ
ートナー間でかかわりあう機能において，双方のタスクが相互にかかわる
程度4)を意味する。協働型と比較すると， OEM型はパートナー間の機能的
連関の弱い提携となる。
それだけではない。機能的連関の程度は学習動機の強さともかかわって
いる。両タイプとも提携をつうじて事業コストを削減するという目的をも
つ点では共通する。しかし，学習動機がみられないという点で,OEM型は
協働型とは異なると石井は指摘する丸
これに対して，小池 [1997]はOEMの学習動機を示唆する。 OEMがイ
ノベーションの契機として捉えられている。 OEMは， OEMから ODM(自
社デザインのよる生産）をへて， さらに OBM(自社ブランドによる生産）
へと展開する技術発展の 1つのプロセスである。はじめに供給側は，バイ
ヤーの提供する図面，詳細なスペックにしたがって，自社の生産設備を使
って生産することをつうじて技術．市場情報を蓄積する。またその過程で
設計能力を獲得することによって，調達側の図面に依存することなく，自
ら図面を引いて生産するようになる。こうした一連のOEMの展開は供給
側の技術力向上のプロセスにほかならない。
中島 [1990]はOEM契約のタイプを示している（表2)。これは提携企
業間の技術の依存関係に応じた分類とみることもできる。 OEMが請負型
から折衷型をへて売買型と進むにつれ，供給側の調達側に対する技術依存
の割合は低下する。逆に．調達側の供給側に対する依存度が高まっていく
と考えられる。
4)機能的連関の強さは，そのタスク内でパートナー間で協働するタスクと，パート
ナー間で緊密に連携（お互いに分担したタスクが連携するという意味で）したタス
クの多さによって示すことができる（石井真 [2000],37ペー ジ参照）。
5) もっとも，石井の議論は生産の局面すなわち研究開発と製造における連関にかぎ
ったものである。生産と販売の分業に特徴をもつOEM提携を考察する場合，販売・
マーケティングにおける連関やそこでの学習（表1参照）など巽なる議論も考える
ことができる。
請負型
折衷型
売買型
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表2 OEM契約のタイプ
調達側が対象製品について確固とした自社仕様規格
(specification)をもち，供給側に対してその仕様にも
とづく製造を委託して，製造工程についても細かく管
理・指導するタイプ
供給側にある程度の技術力があり，原料・資料など
を自己調達して完成品を調達側に納品するタイプ
対象製品について供給側の方が専門家であり．供給
側が自社製品に調達側のプランドを付与しただけで．
そのまま納品するタイプ
（出所）中島 [1990],98ページ参照。
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OEMの学習動機をめぐる見解の相違はなぜ生じてくるのだろうか。そ
れはOEM自体に対する認識から生じていると考えられる。小池[1997]に
おいて OEMは請負型であり，一種の下請製造である (22ページ参照）。そ
こには供給側の調達側に対する一方的な依存関係がある。また広義の
OEMからすると，かれが規定する OEMは発展段階とりわけ初期のもの
になる。
これに対し，石井の想定する OEMは主として売買型である6)。それは小
池によればOEMに連なる ODMやOBMにあたる。さらに石井は必ずし
も依存関係を一方的なものとして限定的に捉えていない。かれは，協働型
の提携ではパートナー間で協働，連携するタスクが多く，パートナーから
の相互の学習が行われるため，高度な情報管理が求められると述べている。
技術に関する知識やノウハウの移転が問題になる (Badaracco[1991])か
らである。この点はOEM型提携ではどうか。
一般的にいって，当該市場で活動する企業の間に技術情報の格差が存在
する場合，情報に乏しい企業は格差解消＝学習の動機をもつ。しかし，そ
れは協働型の提携のみにみられるとはかぎらない。また企業には各々に強
みとなる固有の情報が存在するのが普通である。そうした無形の経営資源
6)他方で請負型OEMは石井によれば生産委託と位置づけられよう。
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は開発にせよ生産にせよ，技術の次元に応じて依存関係を相手企業にもた
らす。このとき下請企業が買い手となる企業に対して必ずしも一方的に依
存するとはかぎらない。
企業提携の研究のなかでもとりわけOEMにかかわるものは，かんばん
方式に代表されるトヨタ式生産システムの効率性やシステムの管理など，
従来から部品供給メーカーとアッセンプリーメーカーとの間の垂直的な協
力関係を扱ったものが中心的であった (Clark and Fujimoto [1991], 
Kaufman, Wood, and Theyel [2000], Schonberger and Gilbert [1983], 
Blenkhorn and Noori [1990]など）。そこでは部品メーカーの開発への関
与が1つのテーマとなっている。
従来より部品メーカーは下請企業と位置づけられてきた。しかし，それ
らの研究によれば，部品メーカーは自らの保有する固有の技術によって企
業間の協働をリードしている。技術という経営資源を積極的に生み出し，
システムのパフォーマンスを高めている。これは，供給側の技術，ノウハ
ウを吸収するという学習動機がむしろ調達側に存在するケースである。メ
ーカー間の垂直的なOEM関係のなかには，請負型とともにこうして売買
型の関係が存在している。後者の売買型OEMは石井にならっていえば
OEM型の提携パターンである。
このようにOEMの背景にも学習動機は存在する。それは提携企業の双
方に認められる。OEM型の提携パターンは協働型に比べ，パートナー間の
機能的連関こそ弱いものの， OEMの発展におけるあらゆる段階に学習動
機が存在している。企業間競争が激化し，技術革新が加速度的に進展する
なかで，提携相手からの学習は欠かせないといえよう。
3 • マーケティングにおける製品戦略の展開と OEM
戦略的提携はマーケティング活動においても重要な役割が期待されてい
る。とりわけ製品戦略についてみると，それは戦略を実行する主体，戦略
の対象となる製品の属性もしくは特性といった変数によって多様なものと
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なる。しかし，米谷 [2001]によれば，製品戦略の現代的課題は次の 4点
になる。
第 1はハイテク化である。これは製品戦略がますます技術志向的性格を
強めていく傾向をさす。企業は製品販売の困難性を打開するために，科学
技術をマーケティングの操作変数に組み込み，活動ないし戦略的関心を，
販売から生産，さらに生産から研究開発へと，職能的には徐々に垂直的後
方に移動させてきた。この傾向は戦後より一貫しているが，ハイテク化は
企業組織の深部に位置する研究開発の重要性を意味している。
第2はシステム化である。これは製品を単一製品としてではなく，「シス
テム製品」として生産し販売する傾向である。システム製品とは，カメラ
のように本体とフィルム，さらには現像サービスといった複数の要索製品
の集合からなる製品である。この複数の要索製品は相互に補完しあってい
る。システム製品には他にもコンピュータ， VTR,オーディオなど技術的
にも先端的なものが多い。システム化傾向においては，システム製品間の
互換性をめぐる競争が主要な次元をなす。
第3はソフト化である。これは製品の非物的特性（ソフト次元）がます
ます重要性を増していることを意味する。これに対してハイテク化，シス
テム化は主として製品の技術的・物理的特性＝ハード次元にかかわる変化
ということができる。
第4はネットワーク化である。これは製品の形成が一企業をこえて，企
業間や国際間のネットワークをつうじてなされる傾向をさす。戦略的提携
の進展はネットワーク化の流れにほかならない。企業間のネットワークは，
水平的（同業企業間），垂直的（供給企業一生産企業一流通企業），混合的
（異業種間）な企業関係のいずれの次元でもみられる。
これら 4つのうち，ハイテク化，システム化，ソフト化が製品のスペッ
クやイメージに直接的に影響するものである一方，ネットワーク化は製品
戦略のそれら 3つの傾向を促進する，いわば間接的な影響要因と考えられ
る。したがって，ハード，ソフト両次元での製品のパフォーマンスに直接
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的に関連するという点では，これからの製品戦略の課題は，ハイテク化，
システム化，ソフト化となる。これらの 3つの課題に対し，ネットワーク
戦略としての OEMはいかに応えるのだろうか。
まずハイテク化では，端的な貢献は売買型 OEMにみられる供給側の技
術力によるものである。研究開発力，生産力に優れた供給側企業が製品や
工程でのイノベーションをつうじてハイテク化を促進してきたし，今後も
その可能性を秘めている。請負型でも生産を外部委託することで調達側が
研究開発に集中できる場合，調達側もハイテク化に貢献している。この場
合，研究開発の成果は，学習をつうじた供給側の技術発展につながってい
く。また，共同開発や技術提携がOEMと並行している場合，両者が貢献し
ていることになる。このように， OEMはハイテク化に貢献しているといえ
る。
次にシステム化ではどうか。これは OEMの一般的背景として述べてき
た点がそのままであてまはる。すなわち OEM調達側が低コストかつ早期
の品揃え拡大を実現する過程はシステム化への対応にほかならない。かぎ
られた経営資源を製品戦略のために配分する場合，これをとりわけ研究開
発や生産拠点の増設に振り向けることもできる。しかし，多様で不安定な
市場のニーズを製品多角化などにより一社単独で補捉することは容易では
ない。そのため企業は従来から流通過程に品揃え活動を委ねてきた。これ
に対して今Bでは自らが競合関係にある企業との OEM契約をつうじて製
品をフルラインで取り揃え，消費者品揃え物を充足することも決して珍し
いことではない。その場合，コンピュータなどの工業製品では，規格の問
題にみられるように，提携企業間で相互のノウハウが必要になることがあ
る。そこでは不断の学習がシステム化の発展につながっている。
最後のソフト化についても OEMは重要な役割を担っている。製品のソ
フト化といってもその含意はさまざまである。仮にこれを製品のイメージ
が戦略上より重要になる傾向と捉えると，ソフト化の傾向は製品のハイテ
ク化やシステム化とも密接にかかわってくることが分かる。まず，ソフト
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化とハイテク化の関係では，当該製品が物理的，客観的な品質において「ハ
イテク」であるだけでなく，その製品が「ハイテク」のイメージとして顧
客に認知されていることが重要になる。そして，システム化とソフト化と
の関係では，当該企業が提供する製品群が単なる集塊物として認知される
のではなく，その企業の提供する製品群が全体として顧客に何らかの一貫
するイメージ＝意味空間をもたらすことが重要になる。製品のソフト化に
対して OEMが貢献してきたかどうかは，製品のハイテク化やシステム化，
さらにはそれらが提供する便益を顧客に認知させられるかどうかによると
いえよう。
このようにOEMは，ハイテク化やシステム化といった製品のハード次
元での変化について，製品戦略が従来もっていた課題の克服に貢献してい
ると考えられる。それは，製品の開発，設計，製造にわたる技術力向上を
促進することにとどまらず，製品戦略の改善をつうじた競争優位の構築に
も大きくかかわるものである。しかし他方で， OEMを通じたソフト化の実
現は製品戦略上の課題であり，その克服は製品のソフト次元における需給
斉合のいかんにかかっている。
II. プランド管理からみたOEM
1. OEMの問題点
(1) ソフト次元の需給斉合
製品戦略におけるソフト化と，ハイテク化やシステム化との関係を，さ
らにOEMの主体に照らして考えると，ソフト化とハイテク化の関係のあ
り方は，典型的には売買型のもとでの供給側の関心領域になる。供給側は
自らの技術力が重要な経営資源となるからである。技術が発展段階にある
とはいえ，この点は請負型のもとでの供給側企業にももちろんあてはまる。
他方，ソフト化とシステム化の関係のいかんは，どちらかといえば調達
側の関心領域となることが多い。調達側はOEMによって取り揃えた自ら
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の製品ラインアップの構成が重要になるからである。
製品ラインアップを構成する製品にはいくつかの捉え方がある。下位の
部品レベルからコンポネント（あるいはモジュール）のレベルをつうじて，
最終消費者向けの状態にかぎりなく近い，上位の完成品レベルまでが考え
られる。いずれのレベルの製品も，何らかの機能を担い，ある特定の状況
にて顧客の問題を各々に解決する。また各レベルに位置する単一製品は，
相互に関連をもって結合することで，より上位システムとしての製品を構
成する。こうしてシステムとしての製品の概念は複雑なものとなる。しか
し，本稿では完成品レベルのものを単位製品と扱い，その有機的集合をシ
ステム製品（狭義）と把握する冗企業は自らの品揃え物をできるかぎり「シ
ステム製品」化することが重要になる。
では，そうしてシステム化をソフト化とかかわらせる意義は何か。米谷
[2001]はシステム製品の概念を主として技術的システム製品と捉える一
方で，ソフト次元のシステム製品である心理的システム製品の可能性を示
唆している。それは製品間でデザインやスタイルが統一性をもつという非
技術的，心理的な側面でのシステム製品をさす。特定の物理的な規格が個々
の要素製品を技術的，機能的に媒介することによって技術的なシステムが
成立していることに比べると，心理的なシステムの成立条件はそれとは異
なっている8)。スタイルやデザインの統一性とは，顧客の形成するイメー
ジ＝意味空間に存在する何らかの一貫性といいかえられる。ここで形成さ
れる意味空間はプランドにほかならない。プランド概念にはプランド・ネ
ームのほかに，その意味内容が含まれる。技術的システムにおける規格の
統一性，さらには心理的システムにおけるプランドの一貫性が確保される
7)これに対して，広義のシステム製品には，例えば自転車のように複数のコンポネ
ントの有機的集合からなる，単一の完成品レペルの製品が含まれる。なお，ここで
有機的集合とは，後述のように相互に技術的あるいは心理的な関連をもった要索同
士の集まりをさす。
8) もっとも，米谷は心理的システム製品を構成する要索製品が，さらに技術的，機
能的にも連関していることを当該システム製品の成立要件とみなしている。
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ことで，顧客の購買はバラエティを制限される可能性をもつ。
技術的システム製品の問題は，これまでも規格の標準化をめぐる競争の
議論などで取り上げられている（山田 [1997])。しかし心理的システム製
品をめぐる問題はどうか。それはある企業の取扱製品間で心理的な統一性
を確保することにほかならない。この点は少なくとも OEM戦略にさいし
ては，ブランド管理の視点から十分に議論されてきたとはいえない。
心理的システム製品の議論は，当該製品に付与されるブランドの考察に
より可能となる。わが国において，製品には製品ブランド（以下，「製品」）と
ともに企業ブランド（以下，「企業」）が付与されていることが多い。そこで
問題となるのが「企業」「製品」といった構成要索間の対応関係である。個々
に異なる「製品」の各々が単一の「企業」と意味的な一貰性を保つよう管理
しなければならない。「企業」と「製品」の関係性が常に問われる。以上に述
べた技術，心理にわたる製品システムの概念は表3のようにまとめられる。
表 3 システム製品の概念
技術的 心理的
機能的互換性をもつ
コンセプトを共有する
製品群
プランド群
→規格等を共有する製品
→ 「企業」とその傘下の
によって構成
複数の「製品」
によって構成
単一の完成品に付与
単一の完成品 されるプランド群
→複数のコンポネント → 「成分」を中心に，
によって構成 さらに「企業」「製品」
によって構成
（注）鍵括弧はブランド要素を示す。
（出所）米谷 [2001]を参考に作成。
狭義
広義
もっとも表のように技術と心理を対置させるからといって，技術を考慮
せずに心理的システム製品の構築が可能になるというのは誤りである。製
品戦略の課題であるハイテク化，システム化，ソフト化のうち，前二者が
ソフト化の前提となる。ハイテク化，システム化が製品をつうじて消費者
に与える便益を，より的確に伝達することがソフト化の課題となる。そし
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て， OEMが抱えるソフト化の課題の克服に，プランド管理の視点が必要に
なると考えられるのである。
(2) 自社プランド資産の活用と相手先プランドとの差別化
OEM関係にある企業が戦略遂行にプランド管理の視点を導入する場
合，供給側と調達側でそのあり様は異なってくる。このうち調達側の OEM
戦略におけるプランド管理は， OEM調達をつうじて充実した自社の製品
ラインアップについて，その各々の取扱製品に付与したプランドを体系的
に管理することである。他方，供給側の OEM戦略におけるプランド管理に
ついてはどうか。検討に入る前に確認すべきことがある。それは OEMの定
義にかかわる点である。
そもそも OEMとは相手先プランドによる製造であった。通常，このこと
は供給側プランドの秘匿を意味する。しかしプランドを露出するかどうか
自体は企業にとって大きな議論である。仮に供給側が当該製品の開発，製
造という生産関連の優れた技術を保有しているとする。その製品は相手先
プランドによるとはいえ，市場に提供されることになる。にもかかわらず，
OEMという意思決定とともに，供給側のブランドは一切露出されないこ
ととなる。
これに対して，本稿にて意図されるのはこれまで秘匿されてきた供給側
プランドの構築である。長期的視点からすると，製品供給によって，工場
の稼働率が向上するにとどまらず， OEMの発展プロセスをつうじて独自
技術が蓄積されていく。このことがひいては供給製品の訴求力を高め，供
給側プランドによる生産へとつながっていく。
しかし，自社プランド展開を OEMと並行させる場合，大きな問題が生じ
る。それは相手先ブランドとの競合である（石井真 [2000])。OEMの対象
が何であれ，各々のプランドが付与される製品は OEM関係企業間で共有
部分をもつ。その共有の度合は，部品，コンポネント，完成品の順に高く
なる。また，そうした共有度に比例して，プランド間の差別化は困難なも
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のとなる。パートナー間の同一顧客の奪いあいである。
国際的な戦略提携にみられるように，海外に新しい市場を求めて OEM
供給することがある。この場合，各プランドは地理的に異なる市場で販売
されるので顧客の奪いあいは発生しない。しかし今日， OEMは国内の成熟
市場にて当該プランドのシェアを維持するためにも不可欠な戦略となって
いる。また，企業間競争には，こうした製品次元のほかに価格次元での競
争がある。しかし，知られているように価格競争は，短期的成果はともか
くプランド価値の向上という中長期的な視点からすると必ずしも望ましく
ない。もちろん製品とりわけハード次元での競争優位を OEMによって構
築する手段もないわけではない。マス・カスタマイゼーション (PineI 
[1993])による製品差別化がある。ただし，例えばそこで提案されるモジ
ュールを通じたカスタム化などは特別な手段ではなく， OEMの展開のな
かで一般的になされていることである9)。それらの基礎には規模の経済の
発想がある。
あくまでプランド次元の差異をつうじて，当該製品が提携企業双方で総
体として十分に差別化されていることが重要である。供給先プランドと自
社プランドとの差別性が確保されることで，競合の度合をやわらげること
ができる。OEMのメリットを最大限にいかしながら，しかもプランド次元
の差別化を実現するには何が要件となるのだろうか。
2. 技衛志向にもとづくブランド世界の創造
(1)プランド体系の設計
プランド次元の差別化にあたり，まず， OEM関係にあるプランドの訴求
する意味内容が決定されなければならない。それは米谷 [2001]における
「心理的システム製品」の創造を念頭においてなされる。心理的システム
9)マス・カスタマイゼーションの例として，他には，製品自体にカスタム化の余地
を残すこと，延期の活用，付加サーピスでのカスタム化， ITにもとづく納期の差
別化が指摘されている (PineI [1993])。
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製品の創造はプランド体系の全般にわたって，一貫する意味世界を構築す
ることによって可能となる。
ブランド体系の垂直的配置について，わが国ではブランドの 2階建構造
が多くみられる (Tanaka[1993])。それは，「製品」と「企業」の階層か
ら構成されている。「製品」とは製品に関連する連想であり，同じく「企業」
とは企業組織に関連する連想である。そして階層を構成する各種のブラン
ド要素には固有の機能が割りあてられていることが多い（青木 [1997])。
一般に，「企業」がエンドーサー，「製品」がドライバーを担う 10)。エンドー
サーは提供物の出所表示として，製品の品質保証の役割を果たし， ドライ
バーは顧客のブランド連想をつうじて購買意思決定を促進する。しかし，
ブランド階層の構造パターンはこれにかぎられない。成分ブランド（当該
製品に込められた要索技術や成分に関連する連想。以下，「成分」）が「企
業」「製品」に連なる 3階建構造も存在する。「成分」もまたドライバー機
能を担っている。いずれの階層構造にせよ，「成分」や「製品」によって連
想される意味内容を「企業」が裏付・保証するという形式をとる。プラン
ドの垂直的配置では，そうした形式を保持すべく，各々の階層を意味的に
整合するよう連結することが課題となる。
通常企業は単一の「企業」に対して複数の「製品」をもつ。これに対し
て，以上の捉え方は個別の「製品」を総体として一体的に扱うことで，プ
ランド体系を「企業」と「製品」との一対一の対応の形に単純化している。
実際のプランド体系管理では，単一の「企業」と複数の「製品」という一
対複数の対応関係を並列的に扱わなければならない。
「製品」によって顧客への価値提案の内容は異なってくる。各々の価値
提案をエンドースする「企業」は，その傘のもとにある「製品」の構成に
よって，やはり異なったものとならざるをえない。製品ラインアップが特
10) もっとも，プランド要素ごとの役割が消費者の認識に依存して決定される側面が
ある（小林 [2001])。そのため「企業」と「製品」との間には，いくつかの異なる
関係が成立する可能性がある。
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定の製品カテゴリーにとどまる場合ならともかく，それをこえる場合は「製
品」の増加にともなって，プランド管理にさらなる工夫が必要となる。こ
のように，当該企業が保有する「製品」のバリエーションによって，プラ
ンド世界に作り込むべき意味内容は異なってこよう。
(2)プランド世界における製品と企業の結ぴつき
「製品」（ないしは「成分」）と「企業」は具体的にどのような連想をさ
しているのだろうか。まず，「製品」について， Aaker[1996]の「製品と
してのプランド」をみると，それは主に製品分野，製品属性，品質・価値，
使用機会の各々にもとづく連想である。これには「成分」として規定した，
製品技術や製品要索としてのコンポネントにかかわる連想や，先述の小池
[1992]によって学習対象とされた革新的技術に関する知識やノウハウが
含まれる。
一方「企業」については表4のようになる。諸説をつうじて「企業」は
組織能力を示すと同時に組織の信頼性を示している。それは製品の専門性，
顧客の信用，社会における好感度を裏づけている。うかがえるように，企
業イメージには抽象度の異なる複数の次元が存在している。ーロに信頼性
といっても，それが何に対するものかは異なっている。付与される信頼の
表4 企業プランドにおける信頼性付与の次元
Aaker [1996] Keller [1998] Brown and Dancin [1997] 
・存在感と成功の
社会志向 イメー ジ ・環境への配慮，・社会やコミュニ 社会責任
ティヘの貢献 ・社会的責任
・顧客への配慮 ・人とリレー ショ顧客志向 ・ロー カルかグロ
ノーゞルか ンシップ
技術志向 ・革新性
・共通の製品属 •製品やサービス
・知覚品質 性，ベネフィッ の技術
卜
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内容は，技術，顧客，社会と次元が変わるにしたがって，より抽象的にな
るとみることができる。
「企業」「製品」からなるプランド世界を考えてみよう。企業により，心
理的ウェイトづけを与える次元は異なる。しかし，多角化の進んだ大規模
な企業ほど，企業イメージにおける抽象的連想の割合が高くなるものと考
えられる。ある企業の事業ドメイン，そこにおける製品カテゴリーや製品
ラインの拡大は，他方で必然的に製品属性，ベネフィットといった要索の，
プランドをつうじて共通する部分を減少させる。この傾向は一般に「企業」
における意味の希薄化として知られている。それは「企業」の信頼性付与
の次元における社会・顧客志向のウェイトを高め組織連想を広げる反面，
技術志向のウェイトを低下させ，当該企業における独自技術と事業ドメイ
ンの関係が不明瞭になることを意味する。
ここで， OEM関係にある企業を想定すると，製品ラインアップの充実を
志向する企業と，特定の製品カテゴリーヘの特化を優先する企業のイメー
ジは同列に扱いにくいことが分かる。とりわけ製品カテゴリーをこえて事
業を展開する企業は，「企業」の意味に注目しなければならない。それは，
蓄積された自社の技術力にもとづく「選択と集中」をつうじて，ニッチ戦
略を堅持する企業のそれとは異なったものになるはずである。
また， OEM関係において，販売担当の企業のプランドが，自社製でない
製品を「裏付・保証」することに困難はないだろうか。少なくとも，当該
製品分野におけるメーカーの「専門性」に関する裏付は不十分であろう。
売買型OEMは製造企業の商業化傾向（小西 [1993])を示す端的な例であ
るが，この点でOEM調達側はややもするとプロダクト・アウトの発想に縛
られることになる。当該製品にともなうプランド世界は，「製品」と「企業」
とが一体となって形成されている。同一製品を共有する各々の「製品」が，
OEMを通じて異なる「企業」の傘のもとにおかれることに留意しなければ
ならない。プランド惟界の意味的な一貫性はプランド属性間の共通項とし
てのネクサス（石井淳 [1999])によって規定される。「太い」ネクサスの
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創造，維持が求められる（鈴木 [2000])。
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調達側は，調達した製品について「製品」と「企業」とが「太い」ネク
サスでつながっているかどうかに絶えず注意を払わなければならない。他
方，供給側は学習をつうじて獲得した，競争力のある製品やそれを裏づけ
る技術からの連想をプランドのネクサスとみなし，それを軸にOEM戦略
を展開することが有効となる。
IV. おわりに一―-OEM戦略にむけて
OEM関係にあるプランドの競合の問題に対しては，各々のプランド世
界を差別化することが必要である。そのためのプランド管理の指針を製品
ラインアップの広さにしたがってまとめると次のようになる。
製品ラインアップの狭い企業は，自らの企業プランドを技術志向にもと
づくように設定するほど，保有する技術と事業ドメインの関係が明瞭にな
り，結果として訴求する意味世界の一貫性は保たれやすくなる。逆に，製
品ラインアップの広い企業は，自社技術と事業ドメインの関係が不明瞭に
なる傾向にある。そのため，自らの企業プランドを，より抽象的な連想を
促す顧客・社会志向にもとづいて設定することで，プランド世界の意味的
な一貫性を維持することが必要になる。
上の指針をさらにOEM関係企業の立場に照らして発展させると，そこ
にはいくつかのパターンがある。表5はOEM関係企業が，自社の展開する
表5 OEM関係企業のプランド戦略
製品ラインアップ（調達側）
狭い 広い
製品 狭い I. Ts/Tb I. T/S 
ラインアップ
（供給側） 広い II. S/T IV. S+Ts/S+Tb 
（注） Sは社会志向が中心の， Tは技術志向が中心のプランド訴求（と
りわけTsは供給側の， Tbは調達側の独自技術にもとづく）を意
味する。また，各セルの左側が供給側，右側が調達側をさす。
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製品ラインアップにもとづいて訴求すべきプランド世界を試論的に示した
ものである。このマトリクスが想定するプランド構造は基本的には「企業」
「製品」の 2階層であり，従来のプランド・モデルと大差ない。しかし，
製品ラインアップの要索をさらに考慮することで，個別企業のプロフィー
ルに応じたより細かな戦略立案が可能となる。
表の4つのセルのうち，セル Iは，供給側と調達側の双方で製品ライン
アップが狭いケースである。中堅メーカーによる売買型の相互OEMであ
る可能性が高い。また，セル内では技術志向で両者のプランドが競合して
いる。しかしチャネル補完の場合を除けば，考えられるのは企業間の技術
の補完である。したがって，双方の保有する技術は競合しない。両者とも
独自技術の訴求が有効となる。
セルIは，従来から最も多いケースである。すなわちそれは， OEMの発
展段階より強みとなる技術を蓄積してきている供給側と，多角化企業にみ
られる製品ラインアップの広い調達側とのOEM関係である。供給側は技
術志向を，調達側は社会志向を中心に訴求することで，両者のプランド世
界は差別化される。これは請負型から売買型にいたるあらゆるタイプの
OEMにあてはまる。
セルIは，製品ラインアップが供給側で広く，調達側で狭い場合である。
他のものに比べあまり一般的なケースではない。例えば資本関係にある親
子企業間で親会社が子会社にむけて OEM供給を行うケースがこれにあた
る。ここでは売買型OEMがもっとも妥当する。製品ラインアップではもち
ろん， OEM製品に関する技術でも調達側は劣位にあるからである。したが
って，調達側の訴求は当該製品に関連しない他の独自技術にもとづかせる
ことが望ましい。他方，供給側は社会志向にウェイトをおいたプランド訴
求が有効となる。
セルIVは，近年増加しつつあるケースである。それは水平的に競合する
大規模メーカー間，とりわけ総合家電メーカー間のOEM関係によくみら
れる。相互に売買型のOEMがしばしば行われるが，そのために関係企業の
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双方が供給側と調達側の両側面をもつ。このセルでは，それぞれが社会志
向を前面に打ち出すことで競合することになりやすい。社会志向と並んで
独自技術への志向が訴求されるべきである。ただし請負側OEMの場合，と
くに供給側は当該製品カテゴリーでの独自技術が発展段階にあることか
ら，そこでの技術訴求にはこだわらず，あくまで他の製品カテゴリーをつ
うじて技術優位のある分野にウェイトをおいたプランド訴求が必要となろ
う。
これらのケースをふまえて最後に強調したいのが，供給側における独自
技術の重要性である。ファプレスのメーカーや「商人としてのメーカー」
が成立しうる調達側とは異なり，供給側企業には技術，ノウハウといった
情報が不可欠な経営資源となる。供給側のプランド世界が自社の製品やそ
れを支える技術の卓越性をネクサスとすることはある意味で必然である。
この点で，調達側とのプランド差別化をはかる OEM供給企業は，独自技術
の確立とそれにもとづく価値提案がさしあたりの戦略課題となろう。そし
てそのことがOEMひいては戦略的提携の，現代的課題に応える指針にな
ると考えられる。
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